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平成 8年 3月 J5日

相模原市議会議長  イ ロ 谷    Ftll 殿

相捜原市公文書公開審査す

会 長   冥  炉    ま

公文書公開 (一部公開)決 定処分に関する諮間について (答中)

平成 7年 10月 26日 付けFNo O,4,5に より諮間のありましたヨI業につい

て、別祇のとおりを申します。



審査会の結論

平成 6年度相模原市議会友灯訪中国に係る復命書に添付された行政視察報告書の

視察者名は、公開すべきである。

2 不 服申立人の主張要旨

(1)不収中立ての趣旨

不服申立ての趣旨は、平成 6年 度相模原市議会友好訪中国 (以下 「議員訪中

田Jと いう。)に 係る復命書に添付された行政視察報告書 (以下 「本件丈吉Jと

いう。)に 記載された情報のうち視察者名を相模原市議会が平成 7年 10月 1]

日付けで非公聞とした処分の取消しを求める、というものである.

(2)不服中立ての理由

不服申立人の主張を総合すると、相模原市議会が本件文書に記載された視祭者

名を相模原市公文書公開条例 (昭和61年 相模原市条例第 1号。以下 「条例_と

いう。)第 6条第 1項第 1号 に該当するとした井公開の決定は、次に掲げるI甲由

から、条例の解釈及び運用を誤っている、というものである.

ア 実 施機関は、本件文書に記載されている視祭者名は 「個人に関する情報であ

り、特定の個人が識別される情報であるJと して非公l■lとしているが、lll模原

市議会議員 (以下 「議員」という。)は 公人であり、行政祝察はそもそも、公

務で、公金を使って行われているものである。公人が公務で行った行為に係る

ものまでも条例第6条第 1項第 1号に該当するとは認めがた Lヽ

イ 本 件文書の作成についてはなんら規定もなく、任意に提出されたものである

と主張しているが、公文書である議員訪中国に係る復命言に添付された文書て

あり、当該復命書と同様の扱いをすべきである。

ウ 友 好都市を締結している津久井町などでは友好都Ⅲに訪問するに際しては、

事前に議会だよりでも趣旨を発表するとともに、結果については報告書を作成

し、これを全戸に配布している。その報告書には友好訪問をした個人の氏名ま

で記載されている。

工 市 民には知る権利があるとともに、本件文書以外に議員訪中門に _~加したそ

れぞれの議員がどのような視察をして、どのような感想を抱いたか知る術がな

ヽヽ。

このことから、条例第6条第 1項第 1号ただし書に規定する 「公開すること

が公益上必要と認められるものJに 該11しないという趣旨は適切でないを



実施機関の井公開理由説明要旨

実施機関の説明を総合すると、本件文書を非公開とした理由は、次のとおりであ

る。

(1)相 模原市議会友好訪中国について

相模原市と中国の無錫市とが昭和60年 11月 に友好都市を柿市して以来、相

模原市議会は無錫市との友好交流を目的に毎年、無錫市への相模椋市議会友好訪

中団を組織 し、行政情報の交換等を行い友好の絆を深めてきている。

(2)行 政視察に係る報告書の作成について

市長の事務部局の職員が視察あるいは会議に出席した場合は、相模原市職真iR

務規程に基づき復命書を作成することとされているが、議員の行政視察に係る復

命書の作成については、なんら規定がないものである。しかしながら、行政視察

には、相模原市議会事務局 (以下 「議会事務局Jと いう.)の 職員が随行してお

り、相模原市議会事務局の組織等に関する規程 (昭和 39年 3月 31日 議会告示

第 1号。以下 「議会事務局規程Jと いう。)に おいて、眼務、文書等の取扱( はヽ、

市長の事務部局の例により取扱うこととされていることから、この規定に準して

復命書を作成している。また、行政視察に参加した議員に|よ、当該後命書とは別

に、議会事務局が今後の行政視察の参考に資するために作成した 「行政視祭報告

書」をあわせて提出するよう求めている。

この行政視察報告書は、行政視察に参加した議員に、個人の自由な意見、感想

等を記載していただき、任意に提出をお願いしているものである.

(3)本 件文書について

本件文書は、このようにして作成された、議員訪中国に係る復命書に添付され

た行政視察報告書で、議員訪中国に参加した会議員から提出されたものである。

(4)条 例第6条 第 1項第 1号本文該当性について

ア 本 件文書|よ、議会事務局が作成した様式に議員個人の自由閣差な意見、感想

を自字で言己載したものであり、そのすべてが、個人に関する情報であって、特

定の個人が識別されることから、条例第6条 第 1預第 1号本文に該当する.

イ 本 件文書は、個人に関する情報であって、特定の個人が設別されることから、

本来はすべてが非公開となるものであるが、条例第6条 第2項 において、 「公

開することができない情報に係る部分とそれ以外の部分を容易に、かつ、公開

の請求の趣旨を失わない程度に合I早的に分離できるときは、公開することがで

きな ヤヽ情報に係る部分を除いて、当該公文書を公凋するものJと 規定されてい

る。
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ウ 本 件文書に記載された視察者名を除いた情報からは、特定の個人が識別でき

なくなるため、視察者名を除いて公開したものである。しかしながら、視察者

名は特定の個人が識別されることから、条例第 6条第1項第 1号本文に該当す

るものとして非公開としたものである。

(5)条例第6条 第 1項第 1号 ただし書該当性について

本件文書は、今後の行政視察の参考に資する日的で、議員訪中岡に参加した議

員より、任意に提出された文書であり、公表することを目的として作成し、文は

取得した情報及び法令の規定により行われた計可、免許、属出その他これらに 日ヽ

当する行為に際して作成し、又は取得した文書ではなく、かつ、公は属するな益上

の必要性が認められず、同号ただし書ア及びイのいずれにも該当しない。

4 審 査会の判断理由

(1)本件文書について

ア 相 模原市議会議長の権限に属する事務を処理するため、議会事務局の組織、

事務分掌、文書の取扱い、職員の職務等についての必要な事項が議会事務局規

程に定められている。そして、議会事務局規程第 13条 によれば、 「眼務、給

与、人事、福祉、文書の取扱い、事務の専決等については、市長の事務部局の

例による。とものとされている。

イ 本 件文書は、この例に従って作成された議員訪中国に係る復命書に添付され

ているものである力ヽ 本件文書の作成についての特段の定めはなく、議会=f4

局が今後の類似の視察等の参考に資するため、視察に参加した議員から任意に

提出を求めているもので、報告年月日、報告 (復命)先 、委員会名、視察者名、

視察市名、視察期間、視察目的、意見 ・感想が記載された報告文書であること

が確認された。

(2)条例第6条第 1項第 1号本文該当性について

ア 条 例第 6条第 1項第 ]号本文では、 「個人に関する情報 (事業を官む個ムの

当該事業に関する情報を除く。)で あって、特定の個人が識別され、又は識別

され得るもの。どについては、公開しないことができるとしている。

これは、憲法ャLの個人の尊厳に係る基本的人権としての個人のプライバシー

を最大限に保護するため、特定の個人が識別され得るような情報が記録されて

いる公文書は、井公開とすることを定めたものであると解される。

ところで、 「個人に関する情報Jと は、C住 所、氏名等の基本的事項に関す

る情報、0社 会的な地位、活動、経歴に関する情報、3知 識、技能、市ヒカに関



する情報、④思想、信条に関する情報、0経 済的な状況に関する情報、0心 身

に関する情報、Oそ の他特定の個人が識別され得る情報をいう。また、
「
特定

の個人が識別され、又は識別され得るものどについては、特定の個人であると

明らかに識別できるもののほか、識別できる可能性がある情報をいう。すなわ

ち、氏名等のように特定の個人が設別できる情報はもとより、それらが合まれ

ていない情報であっても、他の情報と組み合わせることにより特定の個人が識

別できる情報も本号本文に該当する1青報であるとn/7される。また、本号本文に

該当する情報は、公務員や公職者の個人に関する情報とその他の個人に関する

情報とを区別して公開又は井公開の判断を行うようには定めていないと解され

る。

イ 当 審査会において、本件文書について個別、具14H的に審査した結実、本件文

書に記載された視察者名は、特定の個人が識別される情報であると認められ、

条例第6条 第 1項第 1号本文に該導するものと判断する。

(3)条 例第6条 第1項第 1号 ただし書該当性について

ア 条 例第6条 第 1項第 1号 ただし書では、個人に関する情報であっても、ltll外

的に公開できる情報を掲げ、同号ただし書ア又はイに該当する1吉報については、

公開することができるとしてヽヽる。

イ 同 号ただし書アは、公表することを目的として作成し、又はTtl得した情報に

ついて規定している。ここでいう 「公表をすることを日的として作成し、文|ま

取得した情報」とは、O当 該個人が公表することについて了承していると認め

られるもの、②公表することを前提に提供されたもの、3当 該個人が自主的に

公表した資料等から何人でも知り得るもの、0実 施機関が従前より慎行上公表

しており、かつ、今後公表 してもそれが他人に知られたくな ヤヽ情報でないこと

が確実なものをいい、 「公表をすることととは、広報転争を通じて広く市民一

岐に積極的に周知する場合だけではなく、事務事業の執行上又は行政の責務と

して市民の要望に応じて提供することが予定されているものも合まれると暉さ

れる。

ウ 同 号ただし書イは、法令の規定により行われた許可、免許、馬出その他これ

らに相当する行為に際して作成し、文は取得した情報であって、公l■lすること

が公益上必要と認められる情報である。

工 当 審査会において、前述 (2)、 イで条例第6条 第 1項第 1号本文に該当す

るものと判断した情報について、個別、具体的に審査した力ヽ 当該情報は、法

令の規定により行われた許可、免許、属出その他これらに伯当する行為に際し
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て作成し、又は取得した情報でないことから、同号ただし書イに該当しないこ

とは明らかである。

オ と ころで、条例の実施機関である市長、教育委員会等では、本件文書に類似

した先進都市視察報告書、出張命令票、会議報告 (復命)書 等の公文書公開計

求に係る実施機関の職員の職務に関する情報の公開、井公開の判 rlに当たって

は、特定の個人 (職員)が 識別される情報であっても、個人が識別されるか沓

かに主眼をおいて、判断をするのではなく、実施機関に係る情報としてとらえ、

特定の個人 (職員)が 識別される情報を公開することにより、公共の利益政び

公正、円滑な事務事業の確保等との調整を図るため、公文書を公開しないこと

ができることを定めたと解される条例第6条 第 1項第3号 、第4号 、第5号 及

び第 7号 に該当するか否かについて判断を行い、そして当該各号のいずれにも

該当しない場合については、特定の個人 (職員)が 識別される情報であっても、

当該個人情報 (戦、氏名、捨果 (感想等)等 )は 例外的に公刃できる情報を掲

げた条例第 6条 第 1項第 1号 ただし書アに該当させるよう条例を解釈し、運用

がなされている。当議会においても、これらと同様に条,1を解釈し、本件女言

が添付されていた、議員訪中国に係る復命書に記載された視察者名及び印影に

ついては、公開をしたものと解される。

力 こ れは条例全体にわたる解釈及び運用を定めた条例第3条 が 「実施機関は、

公文書の公開を請求する市民の権利が十分に専重されるようにこの条円を字取

し、運用するものとする。Jと 規定し、公関しないことができる公文書の範囲

!よ、原則公開の精神に立って判断するものであるとするなど、原則公開の情1中

を明らかにしていると解されるゆえんである.

キ ー 方、同条後段では、 「この場合において、実施機関は、第二者の権利ヌ|よ

利益が不■に侵害されることのないように最大限の配慮をしなけれはならな

い。_と 規定していることから、原則公開のこの条FHlにおいても、第二者に関

する情報については、この規定の趣旨を十分尊重して判断する必要があると甲

する.

ク 当 審査会では、これらを踏まえ、慎重に審査した結果、議会は地方自治帝t皮

上、執行機関とは異なる特有の自i性 を持ち、各議員には政治活動の自由も保

障されている。また、議員は選挙により選ばれるという特殊性|ようかかえるも

のの、非常勤特別職であること、議員訪中国が公務により行われたものである

こと及び非公開とした祝察者名を公開したとしても、ホ件文書に記載されてヽヽ

る情報が条例第6条 第 1項 第3号、第4号、第5号及び第 7号 に規定する非公



開事由に該当するとまで認めがたく、本件井公開部分は条例第6条第 1項第 1

号ただし書アに該当させるよう条例を解釈し、運用を図ることが条例の趣旨、

目的に合致するものと判断する。

(1)結論

以上のとおり、本件文書に記載された視察者名は公開すべきである.

5 審 査会の処理経過

審査会の処理経過は別紙のとおりである。
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